
答 申 書（案） 

 

２０２６（令和８）年  月  日 

古賀市長  田辺 一城 様 

古賀市人権施策審議会 

会 長  横田 昌宏 

 

令和８年５月２８日付８古人セ第１４３号で諮問のありました「古賀市人権施策基本指針 

に基づく令和８年度実施計画（案）」について慎重に審議した結果、下記の５項目に関し、 

審議会の意見を付して答申します。 

 

記 

 

 

一  インターネット上の人権侵害については、大人も子どもも自ら情報を判断できるよう、最新

の状況に応じたメディアリテラシー教育を継続して実施されたい。 

 

二  人権相談については、市民が悩みや不安を抱え込むことのないよう、相談窓口・相談方法の

周知をより一層徹底されたい。 

 

三  人権に関する市民意識調査において、人権について関心がある市民は増えているが、啓発活

動への参加にはつながっていない。また、無関心な市民も一定数存在することから、工夫した

啓発活動を実施されたい。 

 

四  高齢者が特殊詐欺などの犯罪や消費者トラブル、虐待等の被害者とならないよう、また、社

会的に孤立することがないよう、関係機関と連携した見守りや情報提供、地域力の向上を推進

されたい。 

 

五  子ども、外国人、障がい者等、個々の特性に応じて関係機関や地域との連携を強化し、相談・

支援を推進されたい。 


